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市民ワークショップの目的

本市では現在、「さいたま市総合振興計画（２０３０さいたま輝く未来と希望（ゆめ）のま

ちプラン）」（計画期間：2021年～2030年度）の中間期にあたる令和7年度に、それま

での点検を行い、検証・分析等に基づく中間見直しを行うこととしております。

中間見直しに当たり、市民の皆様の視点から、さいたま市の今後のまちづくりについて

検討していただき、様々な御意見を伺うため、「市民ワークショップ」を開催することとし

ました。

市民の視点からご意見やアイディアをお聞かせいただきました！



市民ワークショップ実施概要

開催日時

募集対象 無作為に抽出した18歳～79歳の市民6,000名

参加者数 66名（応募者数：138名）

実施内容 さいたま市総合振興計画基本計画の中間見直しに当たり、社会状況や生活の変

化、新たに生じた課題、それらを踏まえて、各分野において今後取り組むべきこ

とをテーマに、各分野ごとにグループワークを実施

検討内容 ①社会状況や生活の変化

②新たに生じた課題

③今後市が取り組むべきこと

開催日 開催時間 開催場所 検討テーマ

６月２日（日）

【Ａ日程】

10:00～12:15

【Ｂ日程】

14:30～16:45

With You さいたま

(埼玉県男女共同参画推進センター)
ともに各分野の未来を考えよう



市民ワークショップ実施概要

当日のプログラム

Ａ日程 Ｂ日程 当日のメニュー

10：00～10：10
（10分）

14：30～14：40
（10分）

⑴ 開会
⑵ オリエンテーション

・ワークショップの目的、総合振興計画等について

・ワークショップの進め方、ルールについて

ワークショップ （生活の変化や新たに生じた課題を共有し、「取り組むべきこと」を考えてみましょう！）

10：10～10：55
（45分）

14：40～15：25
（45分）

⑶ グループディスカッションＡ

 この５年間で、社会状況や生活がどのように変わったか、そしてその変化により新たに生じた

課題について考えます。

10：55～11：05
(10分)

15：25～15：35
(10分)

― 休憩 －

11：05～11：50
（50分）

15：35～16：25
（50分）

⑷ グループディスカッションＢ

 グループディスカッションＡで話し合った内容を踏まえ、社会状況や生活の変化、新たに生じた

課題に対して対応していくためには、何が必要で、どうチャレンジするのか、各分野における

「今後、取り組むべきこと」について考えます。

11：55～12：15
（20分）

16：25～16：45
（20分）

⑸ 発表

12：15 16：45 ⑹ 閉会



各分野で出た主な意見
各分野とは…さいたま市総合振興計画で定められた１１の分野と２つの取組を指します。

分 野 主 な 内 容

1 コミュニティ・人権・多文化共生 地域コミュニティ、人権、男女共同参画、国際交流・多文化共生など

2 環境 地球温暖化対策、廃棄物対策、環境保全、自然環境など

3 健康・スポーツ 健康づくり、スポーツ振興など

4 教育 学校教育、生涯学習など

5 生活安全 交通安全、防犯、消費者トラブル、生活衛生、食品衛生など

6 福祉 高齢者福祉、障害者福祉、地域医療など

7 子ども・子育て 子育て支援、青少年の健全育成など

8 文化 文化芸術振興、歴史文化資源の保存・継承・活用など

9 都市インフラ 都市基盤整備、公共交通、緑化・公園整備、水道など

10 防災・消防 災害対策、消防、救急など

11 経済・産業 経済交流、新産業育成、地場産業、雇用、人材、商業、観光、農業など

12 市民協働・公民連携 市民協働、公民連携など

13 高品質経営市役所
広報・広聴、区役所窓口、コンプライアンス、健全財政、
働きやすい環境整備、業務効率化、地方分権、シティセールス



１ コミュニティ・人権・多文化共生

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【コミュニティ】
 人口減少、少子高齢化（自治会等、地域の担い手の高齢

化）
 働き方の多様化（定年延長、テレワーク勤務、オフピーク

勤務）
 人との交流が減少

【人権・多文化共生】
 外国人の増加
 考え方の多様化（日本と多文化、男女間、個人を重視等）
 日本人労働者数の減少と不足
 円安によるインバウンド増
 ＡＩの普及

【コミュニティ】
 高齢化や定年延長による地域の担い手、後継者不足
 働き方の多様化による孤立化
 地域とのつながりが希薄化

【多文化共生】
 外国人との共存（コミュニケーション、文化の相互理解、人

権意識のばらつき）
 女性の進学率
 男女を意識しすぎて意見が言えなくなった
 相談窓口、相談相手の不足
 ＡＩの活用

【コミュニティ】

 良好な人間関係の醸成、交流する場の形成

 高齢者の活躍の場の創出

【人権・多文化共生】

 女性の社会進出支援

 女性の進学支援

 外国人と共に社会を形成（外国人との対話教室、
日本人と外国人のコミュニティづくり、日本文化
のPR、多言語に対応する環境づくり）

 外国人労働者の受け入れによる人材不足解消

 ＡＩを活用した外国語での広報

 外国人に向けたプッシュ型情報発信



2 環境

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【ごみ問題】
 テレワークの普及
 ペーパーレスの普及
 外国人人口の増加

【地球温暖化、エネルギー問題】
 気候変動、地球温暖化の進行

【公園、自然環境】
 人口増加、転入超過
 交通量の増加

【ごみ問題】
 在宅時間の増加による家庭ごみの増加
 ごみが分別されていない（分別方法の理解不足）

【地球温暖化・エネルギー問題】
 エアコン利用増による電気代の上昇
 エネルギー不足

【公園、自然環境】
 小規模保育園増による公園混雑、公園不足、
 公園等の自由空間が少なく、子どもが遊べない
 生態系の変化（害獣の増加）
 空き地、空き家が増加

【ごみ問題】

 分別方法の周知、意識醸成（ごみ出しのルールを
イラスト等を用いてわかりやすく周知等）

 ごみ収集所のスマート化（二次元コード認証）

 ごみ袋の有料化

【地球温暖化・エネルギー問題】

 公共交通機関の利用促進（車利用を減少）

 自転車を利用しやすい環境整備（駐車場整備）

 再生可能エネルギー利用の加速化、公共施設へ
の太陽光パネル設置

【公園、自然環境】

 自然豊かで自由度の高い公園整備

 都市計画の見直しによる空間創出

 生物保護のため、動植物の生息域の変化を調査

 自然保護活動

 空き地、空き家空間の利活用（市や企業で）



3 健康・スポーツ

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【社会のデジタル化】
 ネットショッピングの利用増加
 スマートウォッチの利用増加、自己健康管理の数値化

【健康・医療】
 手洗いの習慣化（予防医療）
 医療費負担の増加

【健康・スポーツ】
 外出機会の減少
 テレワークの普及
 運動需要の増加
 地球温暖化

【社会のデジタル化】
 デジタルに不慣れな人への対応

【健康・医療】
 病院の待ち時間が増加

【健康・スポーツへの意識】
 運動不足、運動量の差が拡大
 運動能力、体力の低下
 身近に運動できる環境が不足している
 地域住民との関わりの希薄化
 熱中症リスクを考慮して、日光を浴びる機会が減少

【社会のデジタル化】

 デジタル・ディバイド対策（デジタルの操作・入力
簡素化、サポート）

【健康・医療】

 健康診断の無償化

 病院の受診方法のオンライン化

【健康・スポーツへの意識】

 多様化する需要に対応できる場所の整備

 安全な運動環境の整備

 プロスポーツ施設や既存施設の一般開放

 地域活動の促進

 運動・健康のインセンティブ

 企業との連携によるイベント開催



4 教育

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【教員】
 教員不足、教員の負担増（求められる知識・スキル増加、コンプ

ライアンス強化、精神的負担）

【児童・生徒】
 不登校児童の増加
 地域ごとの教育格差

【ＩＣＴ導入】
 オンライン授業の増加（学びの格差、教員のスキルの差）

【ＰＴＡ活動】
 コロナ禍で一時期活動停止

【放課後の居場所】
 共働き世帯の増加により、放課後の居場所の重要性上昇

【教員、児童・生徒】
 教員の負担軽減

【ＩＣＴ導入】
 教員のデジタル知識の格差
 設備環境など地域間での格差
 文化的活動の減少

【ＰＴＡ活動】
 活動のノウハウが継承されていない

【放課後の居場所】
 放課後児童クラブの利用条件
 長期休暇中の子どもの居場所が必要

【教員】
 高齢者、ＡＩ教師の活用による教員不足解消
 学校ごとにきめ細かな教員の残業時間管理
 部活動支援員制度の推進など外注の活用
 教科担任制の導入
 1クラス当たりの生徒数の適正化

【児童・生徒】
 子どもが行きたくなる学校づくり
 別室登校や学校以外の居場所づくりなど、不登校に対

するフォロー

【ＩＣＴ導入】
 リタイヤ層の活用などによる情報担当の導入
 生徒への情報スキル・リテラシー教育

【放課後の居場所】
 モデル事業（放課後子ども居場所事業）の早期展開
 フレックス制など導入する企業への優遇措置
 地域をあげての放課後の子どもの居場所づくり

【ＰＴＡ活動、イベント】
 イベントへの外注の活用



5 生活安全

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【交通安全】

 電動アシスト自転車の増加（特に子どもを乗せる）

 キックボード等の増加

 ヘルメット着用の努力義務化

 宅配デリバリーサービスの増加

 歩きスマホの増加

 高齢化

【防犯・地域のつながり】

 外国人の増加

 住民の移動の増加

 空き家の増加

【交通安全】

 生活道路が狭い

 交通量の増加により、周辺環境への影響が大きくなった

 既存の自転車置き場の対策（子乗せ自転車等は自転車の
前かごが大きく収まらない）

 自転車や歩行者の安全確保

 高齢者の事故の増加

【防犯・地域のつながり】

 住民間のつながりが希薄になった（特に若年層）

【交通安全】

 自転車が安全に走行できる道路整備（自転車専
用道路、ガードレール等）

 自転車のサイズに合った自転車置き場の整備

【防犯】

 若者も参加できる地域行事の振興

 トラブルになりそうなことをあらかじめに条例
に位置付ける



6 福祉

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【福祉全般】
 少子高齢化、人手不足の顕著化
 テレワーク・オンライン化の普及
 人とのコミュニケーション機会の減少
 物価高騰、円高

【障害者福祉】
 障害者雇用促進法の改定による法定雇用率の引上げ
 障害者の認知向上
 発達障害者の増加傾向

【高齢者福祉】
 単身高齢者の増加

【福祉全般】
 人材の確保
 福祉分野の働き方対策（リモートで仕事ができない）
 オンライン対応に対する個人レベルの対策
 孤立化・貧困化の進行
 認知症への対応
 ヤングケアラーの顕在化

【障害者福祉】
 障害者に対する理解

【高齢者】
 老人の孤独死

【福祉全般】

 デジタル・ディバイドへの対応、ITリテラシーの教育

 様々なデータの整理・活用

 当事者と市をつなぐ中継役の確保

 孤立化を防ぐ声掛け、井戸端スペースづくり（公
共施設の一部利用）

 地域や民間との連携

 一律の情報配信から転換（ターゲット別情報配信）

【障害者福祉】

 ニューロダイバーシティ活用モデル（障害者雇用
の業務開拓・実践）の推進

 就業体験の実施

 発達障害者への支援策の情報発信

【高齢者福祉】
 高齢者就労支援・生きがいづくり

 関連企業や学校などの連携によるサポート



7 子ども・子育て

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【保育人材】
 保育所が増加の一方、保育士希望者が減少

【習い事、放課後児童クラブ】
 放課後の子どもの居場所としての学習塾の増加
 補習教育の費用の増加
 放課後児童クラブの需要増

【子育て支援】
 遊具の劣化や禁止行為など公園利用がしづらい
 子ども達の外出機会が減少
 テレワークの普及
 季節性の感染症の年間を通じた流行

【保育人材】
 保育人材の確保（保育士不足、保育士の高齢化、）

【習い事、放課後学童クラブ】
 放課後児童クラブの待機児童、空き状況がわからない
 市内外の学童指導員の給与格差
 ICT教育を支える教員・親のスキル不足や教育格差

【子育て支援】
 公園不足（特に大規模公園）
 育児時間の増加
 子育て世帯の負担に対する助成が必要
 診察が予約待ち等、医療機関が受診しにくい

【保育人材】

 保育士の人員増、給与増等処遇の改善

【習い事、学童、放課後児童クラブ】

 放課後児童クラブの人員増、給与等処遇の改善

 放課後児童クラブの時間延長、送迎サービス

 塾の補助金制度

 待機児童をアプリで見える化（定員や待ち状況）

【子育て支援】

 児童が安全・安心に遊べる公園の整備

 金銭給付、経済支援策の導入（0歳から3歳まで
おむつの支給、制服、体育着、習い事へ助成）

 新築住居購入時の税減免、東京018サポートの
さいたま市版

 医療機関の適正な配置、親子で受診できる医療
施設整備



8 文化

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【文化活動】
 外出機会や人と集まる機会の減少
 オンラインが普及し生活全体が変化
 遠方より近場で活動する傾向

【文化の継承・新しい文化の創出】
 流入人口の増加
 外国人観光客の増加
 災害が頻発、激甚化

【人生100年時代】
 寿命が長くなり、人生100年時代と言われるように

【文化活動】
 新たな文化活動への参加、魅力創出の機会が減少
 予約や広報にさまざまな媒体が生まれ、統一が図れていない
 直接文化に触れる機会の減少（バーチャルにしか触れていない

子どもたちが実物に触れて学び、感じる機会が減少）

【文化の継承・新しい文化の創出】
 転入者に対する文化継承の機会、担い手育成の機会が不足
 発信力が不足
 災害による文化財の損失

【人生100年時代】
 老後においても豊かな生活を送りたい

【文化活動】

 「大宮ナポリタン」のような、個人店の文化を守る活動
ができるプラットフォームの構築

 情報や予約などを集約した市のポータルサイトの作成

【文化の継承・新しい文化の創出】

 自治会やPTAを活用し、古くからの住民と移住者の結
びつけを行う

 市のイベントスペースを活用した情報発信

 ターゲットを明確にした媒体別の発信方法を検討

 文化財の防災対策

 小学生に対する魅力発信の強化 （盆栽の体験授業の全
市展開等)

【人生100年時代】

 家族や個人で参加できるイベントや教室の開催

 文化活動を行う場所づくり

 個人の趣味など小さな種を育てる支援の実施



9 都市インフラ

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【緑、居住環境】

 人口増加による土地の細分化、戸建住宅の増加

 建物の密集・乱立による緑と空間の減少

 駅周辺の再開発

 空き地の増加

【交通・道路】

 新大宮バイパスと国道463号の接続

 移動の選択肢増加（ EVシェアカーやレンタサイクル等）

【その他】

 少子高齢化、外国人人口の増加

【緑、居住環境】
 緑と空間の減少
 住環境の悪化

【交通・道路】
 市内の東西交通の不足
 バスやタクシーの運転手不足
 交通渋滞による物流環境の悪化

【公共施設】
 県営大宮公園野球場、浦和駒場体育館の老朽化
 管理費用と労働力の確保

【居住環境】

 都市と自然の調和がとれた、明るく優しいまちづくり

 電柱地中化による道路の拡幅、良好な景観の確保

【交通・道路】

 市内の東西交通の更なる整備

 県と連携したインフラ整備

 複数の公共交通を組み合わせたMaaSの導入

 歩行者・自転車・自動車を区別した安全な道路の確保

 自転車利用の促進（自転車通行帯、レンタル自転車等）

【公共施設】

 老朽化したインフラの再整備

（県営大宮公園野球場に代わる野球場を美園地区に建設）

 公共施設の供用化

（浦和駒場体育館を改築し、浦和区役所と一体化）

 市有地の利活用

 高齢者や外国人などに雇用を拡大した労働力の確保



１０ 防災・消防

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【防災インフラ】
 気候変動による異常気象増加、災害の激甚化
【地域コミュニティ】
 地域内での防災訓練の実施
 コロナ禍の影響による人とのつながりの低下
 単身世帯・高齢者の増加
【災害時の対応、防災意識の変化】
 要支援者（高齢者、外国人、障害者等）の増加
 市民構成の変化（高齢化、多国籍化）による防災意識の変化
【IT化】
 IT化の進行による情報リテラシーの必要性
 市防災アプリ導入

【防災インフラ】
 大雨による河川氾濫の増加
【地域コミュニティ】
 地域コミュニティのつながりの希薄化
 情報共有の不足
【災害時の対応、防災意識の変化】
 個人情報把握の限界
 要支援者の救助・避難困難
 要支援者対応時の２次災害発生リスク
【IT化】
 リアルタイムでの正確な情報発信
 防災アプリの利用促進、認知度向上
 市ホームページと防災アプリの情報が一元化されていない

【自然環境の変化】

 河川・下水道氾濫に備えた河川周辺の地盤改良

【地域コミュニティ】

 市と自治会の協力による災害対策の実施

 世代別の防災教育

 単身者へ向けた情報共有

 多様性に配慮した災害対策（避難所の案内の多言語化
等）

【災害時の対応、防災意識の変化】

 防災体験施設、機会の増加（VRゴーグル体験等）

 防災訓練非参加者へ向けた資料の作成

 防災用品の定期的な配布

 備蓄品、避難所の見直し

 自助・共助の促進

【IT化】

 防災アプリの充実（特典機能、若年層向けの内容）

 市ホームページの充実、情報の一元化



11 経済・産業

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【全般】
 少子高齢化の進展

【働き方】
 コロナによる生活への影響
 テレワークの普及、ワークライフバランスの進展
 働き方の多様化による副業の増加

【地域経済】
 物価高騰
 最低賃金の上昇
 大企業の業績アップ、中小企業の経営難
 インバウンドの増加

【働き方】
 デジタル、ネットワーク環境の整備
 テレワーク普及の一方で職住近接希望の増加
 オフィス存在価値の変化

【地域経済】
 顕著になる大企業と中小企業との格差
 さいたま都民と呼ばれる現象の助長
 観光面での地域資源不足
 新設の商業施設の空きテナント（大宮門街）

【農業】
 農業従事者の減少

【個人レベルの経済】

 身近な地域で地域経済を回す（市内消費）

【地域経済】

 人・金・情報が集まり、好循環するまち（大企業の本社、
半導体・データセンターなどの企業誘致）

 新幹線駅の利便性活用(ホテル、オフィス、会議場）

 大企業と中小企業との格差是正（中小企業への支援）

【農業】

 農業の効率化（ICT導入）

 ＰＲ強化（アンテナショップ、道の駅、観光農園）

【観光】

 インバウンドを取り込む地域資源の発掘、魅力向上

 さいたま市の積極的な情報発信・PR（SEO対策、SNS、
テレビ等）

【都市間競争（人口対策）】

 子育てや教育充実による住みやすさの魅力強化

 若者流出を止める大学誘致



12 市民協働・公民連携

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【市民協働】

 人口減少、少子高齢化、定年延長

 テレワークの普及、ＡＩの普及

 空き家の増加

【公民連携】

 課題解決型の若者世代と大人世代の世代間ギャップ

 Park-PFI等、連携事例

【市民協働】

 地域の担い手不足

 地域とのつながりの希薄化

 市民活動の関心度不足

 市民協働・公民連携に関する市や民間等のPR不足

 市民発の意見をすくい上げる仕組みがない

【公民連携】

 公民連携の取組例などが検索しても見当たらない

【市民協働】

 意識の上での「市政のＮＰＯ化」

 市発信情報を市民が受け取りやすい仕組みづくり
（ホームページ、ＳＮＳ、DX化推進）

 市民協働事例の庁内発表会

 市民意見をワークショップで深掘りする仕組み

 空き家の利活用（市民活動の事務局等拠点として）

 市民活動の拠点として学校の活用

 若者に訴求するために大学等学校との連携

 子育て終了世帯の取り込み

 公民館を公共の「館」にする

 自治会課題を解決するコーディネーター配置

【公民連携】

 エリアマネジメントの活性化

 公民連携型拠点整備プロジェクトの検討・実施

 公共空間のオープン化



１３ 高品質経営市役所

社会状況や生活の変化 新たに生じた課題

市が取り組むべきこと

【働き方】
 ワーク・ライフ・バランスの重視
 テレワーク・在宅勤務の増加。出社と在宅のハイブリッド式を採

用する企業の増加
 男性の育児参加、女性活躍が進展
 働きがいの向上にも注目

【申請・手続】
 申請・手続の電子化
 コンビニで証明書出力や電子申請が可能

【その他】
 カーボンニュートラル、脱炭素への意識
 自然災害の増加 等

【働き方】
 生成ＡＩ、電子化、自動化により改善しているか検証が必要
 テレワーク対象は要選別。個人情報を扱う行政事務は困難
 業務上のミスの再発はなくす必要
 働きがいとワーク・ライフ・バランスの両立が必要

【申請・手続】
 高齢者のデジタル・ディバイド問題
 申請・手続の縦割り

【その他】
 リタイア層が働く場所がない
 子育て環境（補助制度等）の発信力不足

【働き方】
 テレワークしたい人ができる環境づくり（ハイブリッド

型の勤務体系、個人情報のハードルをクリアして、テレ
ワークできる仕組み、テレワーク率を目標値としない）

 事務処理ミスゼロに向けた真因分析
 システムの継続的な見直し・更新
 若手が働きたいと思う高度・先進の職場環境づくり
 ノー残業デーにおける退庁率などの目標設定、フォ

ロー、検証

【申請・手続き】
 窓口のワンストップ化
 わかりやすい窓口対応、高齢者に代わり申請してくれ

るコンシェルジュ的な代行サービス

【その他】
 子育て支援環境の積極的なPR
 ふるさと納税による市の魅力ＰＲや財政の充実



当日の様子

ご参加いただいた皆様、ご協力ありがとうございました



参加者の声

ご参加いただいた皆様、ご協力ありがとうございました

もっと暮らしやすいさいたま市になるように、こ

れからもこうやって市民の声を聞いて反映してく

れるといいなと思います。

住んでいる街のことを多角的に見る良い機会と

なりました。

立場が違えば見え方感じ方必要としてるものなど

違うので、それを知る機会になり良かったです。

老若男女だけでなく、市民歴の長短や職業、生活圏

など色々な属性の方と意見を交わすことが出来て、

新しい発見や腑に落ちる意見など、様々な気づき

がありました。

日常生活の中で、市民としての自分を意識するこ

とはほとんどないので、多くの人がこのようなイベ

ントに参加して当事者意識を持つことに意義があ

ると思いました。

大学生やリタイアされた方々の貴重な意見も聞け

て良かった反面、その方々の有効活用が必要だと

感じました。

５０代女性

4０代女性

５０代女性
３０代女性


